
普通会計財務諸表の分析①

①公共資産

　流動資産は、３９億６，６８５万円で、前年度と比較して△1億１２１万７千円、
2.5％の減となりました。
　主な要因として、現金預金における財政調整基金が１億５，２０１万８千円、5.9％
の増、繰上償還の財源として減債基金が△２億４，９６４万７千円、26.2％の減が挙げ
られます。未収金においては地方税が△１，０９８万円、9.8％減少していることが挙
げられます。

③流動資産

②投資等

　投資及び出資金は前年度と比較して△２１８万３千円、0.5％の減、貸付金は△２２
５万４千円、3.8％の減となりました。基金は、前年度と比較して８，６５３万５千
円、2.0％の増で、主に市有施設整備基金（２億３，３８９万２千円）による増です。
長期延滞債権は、前年度と比較して△６５７万７千円、1.8％の減となっています。

貸借対照表の分析

　平成２４年度の資産合計は、７２０億２，１７７万４千円で、前年度と比較して１億
４，２７５万４千円、0.2％の増となりました。

資産の状況

　公共資産合計は、６２９億４，９６２万３千円で、前年度と比較して１億６，５５７
万８千円、0.３％の増となりました。そのうち有形固定資産における行政財産は、前年
度と比較して７，５２２万５千円、0.１％の増となっております。
　しかしながら、公共資産は増加傾向にあるものの増加率は前年度と比較して縮小して
おり、公共資産整備支出も４億１，１４０万８千円減少しております。主な事業として
は、臼杵公園避難路整備事業（９，０２６万３千円）、既存建造物活用事業（１億７，
３８１万６千円）篠迫住宅整備事業（６，１５５万８千円）、防災・拠点施設整備事業
（４億９，３０５万８千円）、総合公園整備事業（８，８１５万２千円）等です。
土地については１０２億３，９８６万円（２４年度：４，８２５万２千円増）、減価償
却累計額は５０５億５，８１０万２千円（２４年度：２２億５，８０４万８千円増）で
す。

資産の内訳

流動資産：３９億６，６８５万円 (5.5%)

公共資産：６２９億４，９６２万３千円 (87.4%)

投資等：５１億５３０万１千円 (7.１%)



　平成２４年度は前年度と比較して、資産は約１億４千万円の増、負債は約４億１千万
円の減、純資産は約５億５千万円の増となりました。昨年に引き続き資産及び純資産を
増加させることが出来たことは、健全な財政運営を行えたことを表しています。また、
地方債残高に占める交付税補てん見込率は前年度比較して、3.1%増加しており、実質的
な負債も減少しております。
　今後も、負債増加の原因である市債について、事業の厳選及び平準化を行い、将来負
担を増加させないように留意しながら効率的に資産及び純資産を増やし、「持続可能な
自治体経営」を目標に一層の財政健全化に取組みます。

純資産の状況

　公共資産等整備国県補助金等は前年度と比較して、△２億４６８万円、１.５％の減
となり、公共資産等整備一般財源等は、１０億５，３１３万円、3.0％の増となりまし
た。その他一般財源等は前年度と比較して、△３億８，４２７万７千円、6.8％の減と
なりました。資産から負債を差し引いた純資産は、４３８億２，６９４万５千円で、前
年度と比較して５億５，４５２万６千円、１.３％の増となりました。また、資産に占
める純資産の割合は60.9％となり、前年度と比較して0.7％の増となりました。

　負債合計は、２８１億９，４８２万９千円で、前年度と比較して△４億１，１７７万
２千円、1.4％の減となりました。主な理由として、地方債の繰上償還（３億２，２８
５万円）による減額が大きく反映しています。また、交付税補てん率の高い有利な地方
債を活用し、後年の公債費抑制に努めながら、安心・安全で持続可能なまちづくりに取
り組んだ結果、平成２４年度起債発行額は、前年度と比較して△１億４，７７１万１千
円、5.5％の減となり、地方債残高（固定・流動負債合算）の合計は、２４７億７，６
９０万６千円となり、前年度と比較して△３億８，８７４万９千円、1.5％の減となり
ました。
　また、退職手当引当金は３１億1，０７４万２千円で前年度と比較して４，１５９万
２千円、1.４％の増となりましたが、翌年度支払予定退職手当が１億４，１１６万２千
円で前年度と比較して△６，２５３万３千円、30.7%の減となり、負債合計の減少要因
となっています。

総括

負債の状況

資産に占める負債及び純資産の割合

純資産 ４３８億２，６９４万５千円 (60.9%)

負債 ２８１億９，４８２万９千円 (39.１%)



（単位：千円）

（単位：千円）

交 付 税 補 て ん
見 込 率

64.2% 66.8% 69.1% 70.9% 74.0%

算 入 後 地 方 債
残高（実質借金）
【 Ａ － Ｂ 】

9,016,945 8,310,231 7,738,960 7,331,039 6,446,862

地 方 債 交 付 税
補てん見込額Ｂ

16,153,232 16,746,106 17,306,501 17,834,616 18,330,044

普 通 会 計
地 方 債 残 高
（ 名 目 借 金 ） Ａ

25,170,177 25,056,337 25,045,461 25,165,655 24,776,906

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

地方債の分析
　地方債残高（名目借金）と後年に見込まれる交付税の補てん額を差引し、交付税算入
後地方債（実質借金）を経年で推移を見ることにより、より健全な財政運営が行われて
いることが読み取れます。
　平成２４年度は算入後地方債（実質借金）は前年度と比較して△８億８,４１７万７
千円の減額となります。
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